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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　化学成分が、質量％で、
Ｃ：０．４０～０．６０％、
Ｓｉ：０．９０～３．００％、
Ｍｎ：０．１０～０．６０％、
Ｃｒ：０．１０～１．００％、
Ａｌ：０．０１０～０．０５０％未満、
Ｔｉ：０．０４０～０．１００％、
Ｂ：０．００１０～０．００６０％、
Ｎ：０．００１０～０．００７０％、
Ｖ：０～１．００％、
Ｍｏ：０～１．００％、
Ｎｉ：０～０．４５％未満、
Ｃｕ：０～０．５０％、
Ｎｂ：０～０．１０％、
を含有し、
Ｐ：０．０２０％未満、
Ｓ：０．０２０％未満、
に制限し、残部がＦｅおよび不純物からなり、
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下記式１及び式２を満たし、
線材形状を有し、表面から直径の１／４の位置で観察される円相当径１μｍ以上の介在物
のうち、ＭｎＳの出現頻度が２０％未満である
ことを特徴とするばね鋼。
（［Ｔｉ質量％］－３．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］＞４．０　　　式１
［Ｎｉ質量％］＋［Ｃｕ質量％］＜０．７５　　　式２
ここで、前記式１、式２中の［Ｎｉ質量％］、［Ｃｕ質量％］、［Ｔｉ質量％］、［Ｎ質
量％］及び［Ｓ質量％］は、それぞれ単位質量％でのＮｉ含有量、Ｃｕ含有量、Ｔｉ含有
量、Ｎ含有量およびＳ含有量を表す。
【請求項２】
　前記化学成分が、質量％で、
Ｖ：０．０５～１．００％、
Ｍｏ：０．１０～１．００％、
Ｎｉ：０．０５～０．４５％未満、
Ｃｕ：０．０５～０．５０％、
Ｎｂ：０．０１～０．１０％、
の１種又は２種以上を含有する
ことを特徴とする請求項１に記載のばね鋼。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ばね鋼に関し、焼入れ焼戻し後に高強度、高靭性かつ高耐食性を有する、懸
架ばねに好適なばね鋼に関する。
　本願は、２０１６年０１月２６日に、日本に出願された特願２０１６－０１２４２７号
に基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の高性能化や軽量化に伴い、自動車部品に用いられるばねも高強度化されつつあ
る。ばねの高強度化のため、既に、熱処理後に引張強度１８００ＭＰａを越えるような高
強度鋼が、ばねの製造に供されている。近年では引張強度２０００ＭＰａを超える鋼もば
ね材料として使用され始めている。
　一方、自動車の懸架ばねには高強度だけでなく、路面の凹凸等に起因する衝撃荷重でも
破損しないための高靱性が求められる。
　また、高強度のばね鋼は、腐食により腐食ピットが生じたり、周囲環境から水素が侵入
したりすると、ピット部への応力集中や水素脆化により疲労特性が著しく低下することが
知られている。そのため、ばね鋼には雨水等にさらされる環境における耐食性、腐食疲労
特性も要求される。
【０００３】
　近年、高強度とこれらの特性との両立を図る方法が提案されている。
　例えば特許文献１では、その粒界が脆性破壊の起点となる旧オーステナイト粒の粒径を
微細化することで、鋼の高強度と高靭性とを両立させている。旧オーステナイト粒径の制
御は、Ｔｉ添加によって得られるＴｉの窒化物、炭化物、炭窒化物を用いて行われている
。
　また、特許文献２では、Ｔｉ析出物に水素をトラップさせることで、水素侵入による脆
化および疲労特性の低下を抑制している。
　また、特許文献３では、多量のＮｉを添加して鋼材の耐食性を向上させることで、水素
の侵入に起因する脆化を抑制している。
【０００４】
　しかしながら、特許文献１では、腐食の起点となるＭｎＳ介在物に対する対策は実施さ
れていない。そのため、耐食性が十分とは言えなかった。また、特許文献２でも、腐食後
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に侵入する水素に対する対策は検討されているものの、腐食の起点となるＭｎＳ介在物に
対する対策は実施されていない。また、Ｔｉは鋼の脆化をもたらす元素であるので、特許
文献２のようにＴｉの窒化物、炭化物、炭窒化物を形成させる場合でも、Ｔｉ添加量を抑
制したり、一定量以上のＴｉを添加する場合には靭性向上のためにＮｉなどの高価な合金
元素を多量に（例えばＮｉ：０．５質量％以上）併せて添加したりする必要があった。特
許文献３でも耐食性向上のために、多量のＮｉの添加を必要としているが、多量のＮｉを
添加することは、鋼材の原料価格の増加や、鋼材製造時の熱間割れリスクの増大等による
製造性の悪化につながる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】日本国特許３５７７４１１号公報
【特許文献２】日本国特開２００１－４９３３７号公報
【特許文献３】日本国特許２８３９９００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、焼入れ焼戻し等の熱処理後に１８００ＭＰａ以上の引張強度、高靱性及び高
耐食性を有する、ばね鋼の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は次に示す鋼を要旨とする。
【０００８】
　（１）本発明の一態様に係るばね鋼は、化学成分が、質量％で、Ｃ：０．４０～０．６
０％、Ｓｉ：０．９０～３．００％、Ｍｎ：０．１０～０．６０％、Ｃｒ：０．１０～１
．００％、Ａｌ：０．０１０～０．０５０％未満、Ｔｉ：０．０４０～０．１００％、Ｂ
：０．００１０～０．００６０％、Ｎ：０．００１０～０．００７０％、Ｖ：０～１．０
０％、Ｍｏ：０～１．００％、Ｎｉ：０～０．４５％未満、Ｃｕ：０～０．５０％、Ｎｂ
：０～０．１０％、を含有し、Ｐ：０．０２０％未満、Ｓ：０．０２０％未満、に制限し
、残部がＦｅおよび不純物からなり、下記式１及び式２を満たし、線材形状を有し、表面
から直径の１／４の位置で観察される円相当径１μｍ以上の介在物のうち、ＭｎＳの出現
頻度が２０％未満である。
（［Ｔｉ質量％］－３．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］＞４．０　　　式１
［Ｎｉ質量％］＋［Ｃｕ質量％］＜０．７５　　　式２
ここで、前記式１、式２中の［Ｎｉ質量％］、［Ｃｕ質量％］、［Ｔｉ質量％］、［Ｎ質
量％］及び［Ｓ質量％］は、それぞれ単位質量％でのＮｉ含有量、Ｃｕ含有量、Ｔｉ含有
量、Ｎ含有量およびＳ含有量を表す。
【０００９】
（２）上記（１）に記載のばね鋼では、前記化学成分が、質量％で、Ｖ：０．０５～１．
００％、Ｍｏ：０．１０～１．００％、Ｎｉ：０．０５～０．４５％未満、Ｃｕ：０．０
５～０．５０％、Ｎｂ：０．０１～０．１０％、の１種又は２種以上を含有してもよい。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、製造性を低下させることなく、焼入れ焼戻し等の熱処理後に１８００
ＭＰａ以上の引張強度を有して且つ高靱性と高耐食性とを有するばね鋼を提供できる。
　本発明のばね鋼は、焼入れ焼戻し後に高強度、高靭性、かつ高耐食性を有するので、懸
架ばね等に好適に用いられる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明者らは、焼入れ焼戻し後に高強度であっても十分な靱性及び耐食性を有するばね
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鋼を得るための方法について検討した。
　その結果、本発明者らは焼入れ焼戻し後に十分な靱性を有するばね鋼を得るためには、
Ｍｎ含有量を低下させることが有効であることを知見した。ただし、一般に、Ｍｎは靭性
等に悪影響を及ぼす鋼中のＳをＭｎＳとして固定して無害化するために含有される合金元
素である。そのため、Ｍｎ含有量を低下させるにはＭｎに代わってＳを固定する元素が必
要になる。
【００１２】
　本発明者らは、Ｍｎに代わるＳ固定元素としてＴｉに注目し、Ｔｉ、Ｎ及びＳの鋼中含
有量を所定の関係を満足するように制御することで、Ｍｎ含有量を低下させてもＳを無害
に固定可能であることを知見した。また、一般に、Ｔｉは鋼材を脆化させる元素であると
考えられているが、本発明者らは、Ｔｉと同時にＮの含有量を制御して旧オーステナイト
粒径を微細化すること、及び粒界を強化するＢを同時に含有させることによって、この課
題を克服できることを知見した。
【００１３】
　また、耐食性について、鋼材中のＭｎＳは水と接した際に溶解し、局部電池を形成して
錆や腐食ピットの生成を促進することが知られている。これに対し、Ｔｉ４Ｃ２Ｓ２など
のＴｉ系硫化物は水に対して安定なので、本発明の鋼材の耐食性を高めることができる。
　そのため、上述のようにＭｎ含有量を低下させ、かつＴｉ含有量をＮ含有量及びＳ含有
量との関係を満足するように制御すること、並びに所定量のＢを含有させることで、強度
、靭性に加えて、耐食性も向上させることができることが分かった。また、上述のように
各元素の含有量を制御した場合、ＣｕやＮｉ等の含有量を抑制することができ、製造性や
コストが悪化することなく特性を確保できることが分かった。
【００１４】
　このように、本発明者らは、Ｍｎを低下させることによる靱性向上と、Ｔｉ、Ｎ、Ｓ含
有量の制御によるＳの無害化及び耐食性向上と、Ｂによる粒界強化とを複合して活用する
ことにより、焼入れ焼戻し後に高い引張強度を有したまま高靱性と高耐食性とを有するば
ね鋼が得られることを新たに知見した。また、微量なＴｉの含有で耐食性が向上するので
、耐食性を高めるための高価なＮｉの含有量を抑制可能であることも知見した。
　以下に、この知見に基づく本発明の一実施形態に係るばね鋼（本実施形態に係るばね鋼
）について説明する。
【００１５】
　本実施形態に係るばね鋼の化学成分（化学組成）の限定理由について説明する。
【００１６】
［Ｃ：０．４０～０．６０％］
　Ｃは、鋼の強度に大きな影響を及ぼす元素である。焼入れ焼戻し後の鋼に十分な強度を
付与するために、Ｃ含有量の下限を０．４０％とする。Ｃ含有量の好ましい下限は０．４
２％、より好ましい下限は０．４５％である。一方、Ｃ含有量が過剰であると、焼入れ後
の鋼において未変態オーステナイト（残留オーステナイト）が増加して、Ｃの強度上昇効
果が減少する。また、靭性が著しく低下する。従って、Ｃ含有量の上限を０．６０％とす
る。Ｃ含有量の好ましい上限は０．５８％である。
【００１７】
［Ｓｉ：０．９０～３．００％］
　Ｓｉは、ばね鋼から製造されるばねの強度を上昇させる元素である。さらに、Ｓｉは、
ばねの使用中の形状変化であるへたりに対する耐性（耐へたり特性）を向上させる元素で
ある。このような効果を得るために、本実施形態に係るばね鋼では、Ｓｉ含有量の下限を
０．９０％とする。Ｓｉ含有量の好ましい下限は１．２０％、より好ましい下限は１．４
０％である。一方、Ｓｉ含有量が過剰であると、鋼が顕著に脆化する。従って、Ｓｉ含有
量の上限を３．００％とする。Ｓｉ含有量の好ましい上限は２．５０％である。
【００１８】
［Ｍｎ：０．１０～０．６０％］
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　Ｍｎは、鋼の焼入れ性を向上させて鋼の焼入れ後の強度を向上させる元素である。この
ような効果を得るために、本実施形態に係るばね鋼では、Ｍｎ含有量の下限を０．１０％
とする。Ｍｎ含有量の好ましい下限は０．２０％、より好ましい下限は０．２５％である
。一方、Ｍｎは鋼中のＳと反応してＭｎＳを生成する元素であり、Ｍｎ含有量が過剰であ
ると粗大なＭｎＳが生成する。また、従来はＳをＭｎＳとして固定するためにＭｎを多く
含有させていた。しかしながら、ＭｎＳは腐食の起点となり、発錆や発錆の結果として生
成する腐食ピットの原因となる。この腐食ピットは疲労破壊の起点になるので、本実施形
態に係るばね鋼では、ＭｎＳの生成を抑制するため、Ｍｎ含有量の上限を０．６０％とす
る。Ｍｎ含有量の好ましい上限は０．５０％である。
【００１９】
［Ｃｒ：０．１０～１．００％］
　Ｃｒは、鋼の焼入れ性を向上させるとともに、炭化物の析出状態を制御し、焼入れ焼戻
し後の鋼の強度を確保するために必要な元素である。このような効果を得るために、本実
施形態に係るばね鋼では、Ｃｒ含有量の下限を０．１０％とする。Ｃｒ含有量の好ましい
下限は０．２５％である。一方、Ｃｒ含有量が過剰であると、焼き入れ焼き戻し後に鋼が
脆化する。従って、Ｃｒ含有量の上限を１．００％とする。Ｃｒ含有量の好ましい上限は
０．９０％である。
【００２０】
［Ｔｉ：０．０４０～０．１００％］
　Ｔｉは、鋼の強度を向上させるとともに、鋼中のＳと反応してＳをＴｉ系硫化物（Ｔｉ
Ｓ及び／またはＴｉ４Ｃ２Ｓ２）として固定することによって、Ｓを無害化する働きを有
する元素である。また、ＴｉはＮと結びつくことにより鋼中のＮをＴｉＮとして固定する
効果がある。このＮの固定効果は、後述する固溶Ｂの効果を得るために不可欠であるので
、Ｎの固定のために十分な量のＴｉを含有させる必要がある。これらの効果を得るために
、本実施形態に係るばね鋼では、Ｔｉ含有量の下限を０．０４０％とする。Ｔｉ含有量の
好ましい下限は０．０４５％、より好ましい下限は０．０５０％である。一方、過剰なＴ
ｉは、破壊の起点となりやすい粗大なＴｉＮを生成するとともに、鋼自体も脆化させる。
従って、Ｔｉ含有量の上限を０．１００％とする。Ｔｉ含有量の好ましい上限は０．０８
０％である。
【００２１】
［Ａｌ：０．０１０～０．０５０％未満］
　Ａｌは脱酸元素として使用される元素であり、また、過剰なＮをＡｌＮとして固定する
効果を有するので、鋼材のＯ含有量及びＮ含有量の制御に有用な元素である。ＡｌはＴｉ
よりも脱酸力が強いので、上述のようにＴｉを窒化物及び／又は硫化物として活用するに
は、製鋼時、Ｔｉ添加前にＡｌを添加し、十分に脱酸する必要がある。
　これらの効果を得るために、Ａｌ含有量の下限を０．０１０％とする。Ａｌ含有量が０
．０１０％未満であると、十分なＴｉ系硫化物が得られず、ＭｎＳが増加する。好ましい
Ａｌ含有量の下限は０．０１５％、より好ましいＡｌ含有量の下限は０．０２０％である
。一方で、過剰なＡｌは粗大介在物が発生する原因となり、破壊特性を劣化させる。従っ
て、その悪影響が顕著とならないように、本実施形態に係るばね鋼ではＡｌ含有量を０．
０５０％未満とする。Ａｌ含有量の好ましい上限は０．０４０％である。
　Ｓｉも脱酸元素であるが、Ｔｉよりも脱酸力が低いので、Ｓｉでは上述の効果が得られ
ない。したがって、Ａｌ含有量を上述の範囲に制御する必要がある。
【００２２】
［Ｂ：０．００１０～０．００６０％］
　Ｂは、鋼の焼入れ性を向上させる効果を有する元素である。さらにＢは、破壊の起点と
なりやすい旧オーステナイト粒界に優先的に偏析することによって粒界へのＰ及びＳなど
の偏析を抑制し、結果として粒界強度の上昇および靭性の向上に寄与する元素である。上
述したＴｉは、ばね鋼を脆化させるおそれがある元素であるが、同時にＢを含有させるこ
とで、Ｂの靭性向上効果によりＴｉによる脆化を抑制することができる。ただし、これら
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の効果を得るためには、ＢＮの生成を抑制し、固溶状態のＢの量を増やす必要がある。焼
入れ性の向上効果および粒界強度の向上効果を得るために、本実施形態に係るばね鋼では
、Ｂ含有量の下限を０．００１０％とする。Ｂ含有量の好ましい下限は０．００１５％、
より好ましい下限は０．００２０％である。一方、過剰にＢを含有させてもこれら効果は
飽和するだけでなく、鋼の靱性が低下するおそれがある。従って、Ｂ含有量の上限を０．
００６０％とする。Ｂ含有量の好ましい上限は０．００５０％、より好ましい上限は０．
００４０％である。
【００２３】
［Ｎ：０．００１０～０．００７０％］
　Ｎは、鋼中で各種窒化物を生成する元素である。高温でも安定な窒化物粒子は、オース
テナイト粒成長のピン止め効果による旧オーステナイト粒の微細化効果を発揮する。本実
施形態に係るばね鋼では、非常に安定なＴｉＮ粒子を焼入れ焼戻し前の鋼に析出させて焼
入れ焼戻し後の鋼の旧オーステナイト粒を微細化するために、Ｎ含有量の下限を０．００
１０％とする。Ｎ含有量の好ましい下限は０．００２０％である。一方で、Ｎ含有量が過
剰であると、ＴｉＮ粒子が粗大化して破壊の起点となり、靭性および疲労特性が低下する
。さらに、Ｎ含有量が過剰である場合、ＮがＢと結びついてＢＮを生成し、固溶Ｂ量を減
少させる。固溶Ｂ量が減少すると、上述のＢによる焼入れ性の向上効果および粒界強度の
向上効果が損なわれるおそれがある。従って、Ｎ含有量の上限を０．００７０％とする。
Ｎ含有量の好ましい上限は０．００６０％である。
【００２４】
［Ｐ：０．０２０％未満］
　Ｐは、不純物元素として鋼中に存在し、鋼を脆化させる元素である。特に、旧オーステ
ナイト粒界に偏析したＰは、粒界強度を低下させて鋼材の脆化を引き起こす原因となる。
そのため、Ｐ含有量は少ない方がよい。鋼の脆化を防ぐために、本実施形態に係るばね鋼
ではＰ含有量を０．０２０％未満に制限する。Ｐ含有量の好ましい上限は０．０１５％で
ある。
【００２５】
［Ｓ：０．０２０％未満］
　Ｓは、Ｐと同様に不純物元素として鋼中に存在し、鋼を脆化させる元素である。Ｓは、
Ｍｎを含有させることによりＭｎＳとして固定することができるが、ＭｎＳは、粗大化す
ると破壊の起点として働き、鋼の破壊特性を劣化させる。これらの悪影響を抑制するため
に、Ｓ含有量は少ない方が好ましく、本実施形態に係るばね鋼ではＳ含有量を０．０２０
％未満に制限する。Ｓ含有量の好ましい上限は０．０１５％、より好ましい上限は０．０
１０％である。
【００２６】
　本実施形態に係るばね鋼は、上記元素を含み、残部がＦｅ及び不純物からなることを基
本とする。しかしながら、Ｆｅの一部に代えて、さらに、Ｎｉ、Ｍｏ、Ｖ、ＣｕおよびＮ
ｂのうち１種以上を後述する範囲で含有しても良い。ただし、Ｎｉ、Ｍｏ、Ｖ、Ｃｕおよ
びＮｂは任意元素であり、本実施形態に係る鋼の化学成分はこれらを含有しなくてもよい
。従って、Ｎｉ、Ｍｏ、Ｖ、ＣｕおよびＮｂそれぞれの含有量の下限は０％である。
　不純物とは、鋼材を工業的に製造する際に、鉱石若しくはスクラップ等のような原料か
ら、又は製造工程の種々の環境から混入する成分であって、鋼に悪影響を与えない範囲で
許容されるものを意味する。
【００２７】
［Ｎｉ：０～０．４５％未満］
　Ｎｉは、鋼の焼入れ性を向上させる元素である。また、Ｎｉは、鋼の耐食性を向上させ
る元素であり、腐食環境下での水素侵入を抑制して鋼の脆化抑制に寄与する元素である。
これらの効果を得るために、本実施形態に係るばね鋼ではＮｉ含有量を０．０５％以上と
してもよい。一方、Ｎｉ含有量が０．４５％以上であると鋼の熱間延性が低下して製造性
が著しく低下する。そのため、含有させる場合でも、Ｎｉ含有量を０．４５％未満とする
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。Ｎｉ含有量の好ましい上限は０．４０％である。
【００２８】
［Ｍｏ：０～１．００％］
　Ｍｏは、鋼の焼入れ性を向上させるとともに、焼戻し軟化を抑制することによって、焼
入れ焼戻し後の鋼の強度を高める効果を有する元素である。このような効果を得るために
、Ｍｏ含有量を０．１０％以上としてもよい。一方、Ｍｏ含有量が１．００％を超える場
合、その効果が飽和する。Ｍｏは高価な元素であり、必要以上に含有させることは好まし
くないので、含有させる場合でも、Ｍｏ含有量の上限を１．００％とすることが好ましい
。Ｍｏ含有量のより好ましい上限は０．６０％である。
【００２９】
［Ｖ：０～１．００％］
　Ｖは、焼入れ性を向上させるとともに、焼戻し軟化を抑制することによって、焼入れ焼
戻し後の鋼の強度を高める効果を有する元素である。このような効果を得るため、Ｖ含有
量を０．０５％以上としてもよい。一方、Ｖ含有量が１．００％を超える場合、粗大な未
固溶析出物が生成して鋼が脆化する。従って、含有させる場合でも、Ｖ含有量の上限を１
．００％とする。Ｖ含有量の好ましい上限は０．５０％である。
【００３０】
［Ｃｕ：０～０．５０％］
　Ｃｕは、熱間圧延中の脱炭を抑制する効果があり、またＮｉと同様に耐食性を向上させ
る効果もある。これらの効果を得るために、Ｃｕ含有量を０．０５％以上としてもよい。
一方で、Ｃｕは、鋼の熱間延性を低下させ、熱間圧延時に割れが生じる原因となるおそれ
がある。そのため、含有させる場合でも、Ｃｕ含有量の上限を０．５０％とする。Ｃｕ含
有量の好ましい上限は０．３０％である。
【００３１】
［Ｎｂ：０～０．１０％］
　Ｎｂは、窒化物及び炭化物粒子を析出させ、オーステナイト粒成長のピン止め効果によ
って、焼入れ焼戻し後の旧オーステナイト粒の微細化に寄与する元素である。このような
効果を得るために、Ｎｂ含有量を０．０１％以上としてもよい。一方、Ｎｂ含有量が０．
１０％を超える場合、粗大な未固溶析出物が生成して鋼が脆化する。従って、含有させる
場合でも、Ｎｂ含有量の上限を０．１０％とする。Ｎｂ含有量の好ましい上限は０．０６
％である。
【００３２】
　上述の通り、本実施形態に係るばね鋼は、上記必須元素を含み、残部がＦｅ及び不純物
からなる場合、または上記必須元素と任意元素の１種以上とを含み、残部がＦｅ及び不純
物からなる場合のいずれも許容される。
　また、本実施形態に係るばね鋼は、各元素のそれぞれの含有量に加えて、Ｔｉ、Ｎ、Ｓ
、Ｃｕ、Ｎｉが後述する関係を満足する必要がある。
【００３３】
（［Ｔｉ質量％］－３．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］＞４．０
　本実施形態に係るばね鋼では、上述のようにＴｉをＳの固定に活用することで、Ｍｎ含
有量を低下させることを特徴とする。このため、本実施形態に係るばね鋼は、Ｓを固定す
るのに必要十分なＴｉ量を確保するために、化学成分が下記の式１を満たすことが必要で
ある。
（［Ｔｉ質量％］－３．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］＞４．０・・・（式１）
　ここで、式１中の［Ｔｉ質量％］、［Ｎ質量％］及び［Ｓ質量％］は、それぞれ、鋼中
のＴｉ含有量、Ｎ含有量およびＳ含有量（質量％）である。
【００３４】
　Ｔｉとの結合力は、Ｎの方がＳよりも強い。そのため、鋼中のＴｉはまずＮと結合して
ＴｉＮを形成し、残ったＴｉが硫化物となる。式１において、左辺の分子部の「３．４３
」との数値は、Ｔｉの原子量をＮの原子量で除することによって得られる値である。“３
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．４３×［Ｎ質量％］”は、ＴｉＮの形成によって消費されうる最大のＴｉ量である。よ
って式１の左辺は、「Ｎによって消費されずに残っているＴｉ含有量」と「Ｓ含有量」の
比である。Ｔｉ系硫化物としてＴｉ４Ｃ２Ｓ２を想定した場合、ＴｉとＳの重量比は、分
子式とそれぞれの原子量から、Ｔｉ：Ｓ＝３：１となるので、「Ｎによって消費されずに
残ったＴｉが、Ｔｉ４Ｃ２Ｓ２としてＳを固定するのに十分である」ためには、式１の左
辺は４．０以上である必要があり、４．５超であることが好ましい。式１の左辺が４．０
未満では、ＴｉがＳを十分に固定できず、結果としてＭｎＳが多く生成する。
　本実施形態に係るばね鋼では、ＴｉをＳで固定するのでＭｎＳの生成が抑制される。Ｍ
ｎＳは腐食の起点となるので、ＭｎＳ生成を抑制することで、発錆や発錆によって生じる
腐食ピットの発生を抑制することができる。
【００３５】
［Ｎｉ質量％］＋［Ｃｕ質量％］＜０．７５
　従来、Ｃｕ、Ｎｉを含有させることによって耐食性の向上が図られてきた。しかしなが
ら、Ｎｉ及びＣｕを多量に含有させると、製造時の熱間割れのリスクが高まり、製造性が
低下するという問題があった。本実施形態に係るばね鋼では、上記のＭｎＳ生成抑制によ
って耐食性が向上するので、耐食性を向上させる元素であるＮｉ及びＣｕの含有量を低減
可能である。Ｎｉ及びＣｕの含有量の低減により熱間割れ対策が軽減可能となり、製造性
の改善及び製造コストの抑制につながる。
　本実施形態に係るばね鋼は、耐食性、製造性、製造コストのいずれをも十分に確保する
ために、以下の式を満たす。
［Ｎｉ質量％］＋［Ｃｕ質量％］＜０．７５　・・・（式２）
　ここで、式２中の［Ｎｉ質量％］、［Ｃｕ質量％］は、それぞれ鋼中のＮｉ含有量、Ｃ
ｕ含有量（質量％）である。
　好ましくは、［Ｎｉ質量％］＋［Ｃｕ質量％］＜０．６０である。
　Ｎｉ及びＣｕは任意元素であるため、式２の左辺の下限は規定する必要がない。
【００３６】
　高強度ばね鋼の場合、焼入れ性の確保も重要な課題である。本実施形態に係るばね鋼で
は、腐食ピット生成抑制のため、焼入れ性を高める元素であるＭｎを０．６０％以下に制
限する。しかしながら、Ｃｒ及びＢ、さらには必要に応じてＭｏ、Ｖ、Ｃｕ、Ｎｉなどを
複合的に活用することで焼入れ性を確保できる。特にＢは微量でも焼入れ性を高める効果
が大きいので、本実施形態係るばね鋼ではＣｕ、Ｎｉの含有量を合計で０．７５％以下と
しても高強度を達成できる。
【００３７】
　本実施形態に係るばね鋼では、ＴｉでＳを固定することにより、ＭｎＳの生成が抑制さ
れる。ＭｎＳは腐食の起点となるので、ＭｎＳの生成を抑制することで、錆や腐食ピット
の発生を抑制することができる。十分な錆や腐食ピットの発生抑制効果を得るためには、
鋼材の任意の切断面において観察される円相当径１μｍ以上の介在物のうち、ＭｎＳの出
現頻度（円相当径１μｍ以上の介在物の個数に占めるＭｎＳの個数の割合）が２０％未満
まで低減されていることが必要である。ＭｎＳの出現頻度が１０％未満であることがより
好ましい。観察対象を円相当径１μｍ以上の介在物としたのは、一般に硫化物系介在物の
円相当径が１μｍ以上であるからである。１μｍ以上の介在物におけるＭｎＳの出現頻度
は、鋼材の切断面を鏡面研磨後に金相顕微鏡（光学顕微鏡）で２０個以上の介在物を観察
し、これらの介在物の個数に対するＭｎＳの個数から算出する。この際、観察視野は表面
から直径の１／４の位置（鋼材の表面から中心に向かって鋼材の直径の１／４に相当する
距離離れた位置）とし、２０個以上の介在物を観察するために、例えば圧延方向に移動し
ながら観察倍率１０００倍で１０視野以上を観察する。介在物がＭｎＳであるかどうかの
判定は金相顕微鏡観察時の色（ＭｎＳは灰色、Ｔｉ系は白～桃色～黄色）から推定可能で
あるが、ＥＰＭＡやＳＥＭ－ＥＤＳにより検証することが望ましい。
【００３８】
　本実施形態に係るばね鋼は、Ａｌ脱酸した溶鋼から得られた上記化学成分を有する鋳片
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を鋳造し、鋳片を熱間圧延することによって得られる。例えば、上述の成分を有する鋼塊
を９５０℃以上１２００℃以下の温度で、１２０ｍｉｎを超えない時間だけ加熱し、公知
の方法で熱間圧延することによって得られる。
　本実施形態に係るばね鋼は、更に焼入れ焼き戻しした後にばね加工を行う、もしくは、
熱間でばね加工後に焼入れ焼戻しすることによって、ばねとすることができる。
【実施例】
【００３９】
　次に、本発明の実施例について説明する。実施例での条件は、本発明の実施可能性及び
効果を確認するために採用した一条件例であり、本発明は、この一条件例に限定されるも
のではない。本発明は、本発明の要旨を逸脱せず、本発明の目的を達成する限りにおいて
、種々の条件を採用し得る。
【００４０】
　実施例および比較例の各成分、及び（［Ｔｉ質量％］－３．４３×［Ｎ質量％］）／［
Ｓ質量％］（表中では（Ｔｉ－３．４３×Ｎ）／Ｓ）、［Ｃｕ質量％］＋［Ｎｉ質量％］
（表中ではＣｕ＋Ｎｉ）を表１および表２に示す。表１および表２において、記号「－」
は、その記号にかかる元素を添加していないことを示す。また、表１、表２の残部はＦｅ
及び不純物である。
　表１、表２に示す成分を有する鋼塊を９５０℃以上１２００℃以下の温度で、１２０ｍ
ｉｎを超えない時間だけ加熱し、熱間圧延することによって、φ（直径）１２～１８ｍｍ
の鋼（ばね鋼）とした。
【００４１】
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【００４２】
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【表２】

【００４３】
　得られたばね鋼に対し、焼入れ焼戻し後の特性を評価するため、９００℃以上１０５０
℃以下の温度に加熱して焼入れする工程と、引張強度が１９００～２０００ＭＰａになる
ように焼戻しする工程とを行った。焼戻し条件は、例えば予備試験として３００℃、４０
０℃、５００℃で焼戻して強度を測定することで、所定の強度となる焼戻し温度を推定し
て決定した。
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　得られた焼入れ焼戻し後の鋼から試験片を採取し、引張試験、シャルピー衝撃試験、介
在物の観察、及び恒温恒湿試験を行った。
【００４４】
　＜引張試験＞
　引張試験は、「ＪＩＳ　Ｚ　２２４１」に準拠して、平行部径８ｍｍの１４号試験片を
作製して実施した。引張強度が１８００ＭＰａ以上であれば、十分な強度が得られている
と判断した。
【００４５】
　＜シャルピー衝撃試験＞
　シャルピー衝撃試験は、「ＪＩＳ　Ｚ　２２４２」に準拠して、Ｕノッチ試験片（ノッ
チ下高さ８ｍｍ、幅５ｍｍサブサイズ）を作製して室温（２３℃）で試験した。衝撃値（
吸収エネルギー）が７０．０Ｊ／ｃｍ２以上であれば、十分な靭性が得られていると判断
した。
【００４６】
　＜介在物の観察＞
　円相当径１μｍ以上の介在物におけるＭｎＳの出現頻度は、鋼材を圧延方向に平行に切
断し、切断面を鏡面研磨後に金相顕微鏡で円相当径１μｍ以上の介在物を２０個以上観察
し、観察した介在物の個数に対するＭｎＳの個数から算出した。この際、観察視野は直径
の１／４位置とし、例えば圧延方向に移動しながら観察倍率１０００倍で１０視野以上を
観察した。またＭｎＳの判定は金相顕微鏡観察時の色（ＭｎＳは灰色、Ｔｉ系は白～桃色
～黄色）から推定した上で、ＥＰＭＡやＳＥＭ－ＥＤＳにより検証した。ＭｎＳの出現頻
度が２０％未満を合格とした。
【００４７】
　＜恒温恒湿試験＞
　試験片を１週間の恒温恒湿（温度３５℃、湿度９５％）に曝し、発錆の有無を目視で調
べた。発錆がない場合に耐食性に優れると判断した。
【００４８】
　表３及び表４に、各実施例および比較例の機械的特性（引張強度、衝撃値）、介在物中
のＭｎＳ出現頻度、１週間の恒温恒湿試験（温度３５℃、湿度９５％）後における発錆の
有無を示す。
【００４９】
【表３】

【００５０】
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【表４】

【００５１】
　実施例はいずれも、１９００～２０００ＭＰａの引張強度と７０．０Ｊ／ｃｍ２以上の
衝撃値を有しており、高い水準で強度と靭性を両立することを示している。また、全ての
実施例において、ＭｎＳの出現頻度は２０％未満であり、恒温恒湿試験における発錆は認
められなかった。
【００５２】
　一方、比較例２４、２５、２６、２７、２８、２９、３０、３１、３２、３３、３４、
３５、３７、３９はＣ含有量、Ｓｉ含有量、Ｍｎ含有量、Ｐ含有量、Ｓ含有量、Ｃｒ含有
量、Ｍｏ含有量、Ｖ含有量、Ａｌ含有量、Ｔｉ含有量、Ｂ含有量、（［Ｔｉ質量％］－３
．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］が過剰であるか、または不足しており、その結果
、鋼が脆化もしくは組織が粗大化して、衝撃値が低下した。
【００５３】
　さらに、比較例２１、２２、２７はＴｉ不足のため、２３、３９は（［Ｔｉ質量％］－
３．４３×［Ｎ質量％］）／［Ｓ質量％］の不足のため、３０はＳ過剰のため、３６はＮ
過剰のため、３８はＡｌ不足のために、耐食性が低下して発錆が認められた。
【産業上の利用可能性】
【００５４】
　本発明に係るばね鋼は、焼入れ焼戻し後に旧オーステナイト粒が微細化されるので、焼
入れ焼戻し後に優れた機械特性を有する。従って、本発明によれば、１８００ＭＰａ以上
の高強度を有しながら衝撃値が確保され、更に耐食性も高いばね鋼を得ることができる。
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